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○ 市町村は、基礎自治体として地域において包括的な役割を果たしていくことがこれまで以上に期待されてお
り、都道府県は、経済社会活動が広域化、グローバル化する中で、広域自治体としてその自立的発展のため
に戦略的な役割を果たすべく変容していくことが期待されている。

○ 今後の我が国における行政は、国と地方の役割分担に係る「補完性の原理」の考え方に基づき、「基礎自治
体優先の原則」をこれまで以上に実現していくことが必要である。

○ 今後の基礎自治体は、住民に最も身近な総合的な行政主体として、これまで以上に自立性の高い行政主
体となることが必要。一般的には、基礎自治体の規模・能力はさらに充実強化することが望ましい。

「基礎自治体」について「基礎自治体」について

第２７次地方制度調査会答申（抄）（15.11.13）

第１条の２ 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施
する役割を広く担うものとする。

第２条 （略）
２ 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされる

ものを処理する。
３ 市町村は、基礎的な地方公共団体として、第五項において都道府県が処理するものとされているものを除き、一般的

に、前項の事務を処理するものとする。ただし、第五項に規定する事務のうち、その規模又は性質において一般の市町
村が処理することが適当でないと認められるものについては、当該市町村の規模及び能力に応じて、これを処理するこ
とができる。

（参考）地方自治法の規定
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基礎自治体の担う主な事務基礎自治体の担う主な事務

・消防・救急活動

・住民票や戸籍の事務

等

・生活保護（市及び福祉事務所設置町村が処理）

・特別養護老人ホームの設置・運営

・介護保険事業

・国民健康保険事業

・都市計画決定

・市町村道、橋梁の建設・管理

・上下水道の整備・管理運営

・市街化区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可
・市街地開発事業の区域内における建築の許可
・騒音を規制する地域の指定、規制基準の設定

・児童相談所の設置
・市街地開発事業に関する都市計画決定
・市内の指定区間外の国道や県道の管理
・県費負担教職員の任免、給与の決定

・特別養護老人ホームの設置認可・監督
・身体障害者手帳の交付
・保健所設置市が行う事務

地域住民の健康保持・増進のための事業
飲食店営業等の許可、温泉の利用許可

・屋外広告物の条例による設置制限
・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設設置の許可

・指定区間の１級河川、２級河川の管理
・小中学校に係る学級編成、教職員定数の決定
・私立学校、市町村立学校の設置許可
・高等学校の設置・管理
・警察（犯罪捜査、運転免許等）
・都市計画区域の指定
・市街化区域、市街化調整区域の区域区分（線引き）

・小中学校の設置・管理

・一般廃棄物の収集や処理

都道府県
指定都市

中核市

特例市
等

等

等

市町村

等
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市と町村の主な相違点市と町村の主な相違点

都
市
計
画

生
活
保
護

事
務

要件

【町の要件】

○ 都道府県の条例で定める町としての要件を備えてい
ること

⇒ 市街地要件、商工業従事者要件などを定めている
例が多い。

《地方自治法第８条》

【村の要件】

なし

○ 人口５万人以上

○ 当該市の中心の市街地を形成している区域内にある戸
数が、全戸数の６割以上

○ 商工業その他の都市的業態に従事する者及びその者と
同一世帯に属する者の数が、全人口の６割以上

○ 以上のほか都道府県の条例で定める都市的施設その他
の都市としての要件を備えていること

《地方自治法第８条》

町村市

※ 合併市町村については、市となるべき要件は、人口
３万人以上のみ。《合併新法第７条》

福祉事務所を設置し、生活保護法に基づく
保護の決定等の事務を行う。

知事が指定する都市計画区域を有する場
合、当該区域内における都市計画決定の
事務を行う。

福祉事務所を設置する町村においては、生
活保護法に基づく保護の決定等の事務を
行う。

知事が都市計画区域を指定し、当該区域内
における都市計画決定の事務を行う。

（平成１９年４月１日現在：１５団体）
※厚生労働省調査による。

（平成１８年３月３１日現在：６５４団体）
※国土交通省調査による。
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草加(23)、鳥取(20)、つくば(20)、伊勢崎
（20）、太田(21)、長岡(28)、上越(20)

富山(42)、東大阪(51)、函館(29)、下関(29)、
青森(31)

静岡(71)、堺(83)、新潟(81) 、浜松(80)
平成16年

～

現在

盛岡(30)、小田原(19)、大和(22)、福井(26)、

甲府(20) 、松本(22)、沼津(20)、四日市
(30)、呉(25)、八戸(24)、山形(25)、水戸
(26)、前橋(31)、高崎(33)、川口(48)、平塚
(25)、富士(23)、春日井(29)、大津(32)、豊
中(38)、吹田(35)、枚方(40)、茨木(26)、八
尾(27)、寝屋川(24)、尼崎(46)、久留米(30)、
佐世保(25)、所沢(33)、厚木(22)、一宮(37)、
岸和田(20)、明石(29)、加古川(26)

越谷(31)、茅ヶ崎(22)、宝塚(21)

いわき(35)、長野(37)、豊橋(37)、高松(41)、
旭川(35)、松山(51)、横須賀(42)、奈良(37)、
倉敷(46)、川越(33)、船橋(56)、相模原(70)、
岡崎(36)、高槻(35)

さいたま(117)

平成11年
～

平成15年

－

宇都宮(50)、金沢(45)、岐阜(41)、姫路(53)、
岡山(69)、熊本(66)、鹿児島(60)、秋田(33)、
郡山(33)、和歌山(37)、長崎(45)、大分(46)、
豊田(41)、福山(45)、高知(33)、宮崎(36)

－
平成6年

～

平成10年

平成元年
～

平成5年

昭和31年
～

昭和63年

－－仙台(102)、千葉(92)

－－
大阪(262)、名古屋(221)、京都(147)、横浜
(357)、神戸(152)、北九州(99)、札幌(188)、
川崎(132)、福岡(140)、広島(115)

指
定
団
体
と
移
行
時
期

４４市３５市１７市全国

人口２０万以上で政令で指定する市

特例市

人口３０万以上で政令で指定する市人口５０万人以上で政令で指定する市（※１）要件

中核市政令指定都市

主要都市（万人）

※１ 人口その他都市としての規模、行財政能力等において既存の指定都市と同等の実態を有するとみられる都市を指定。
※２ 平成８年４月１日に中核市に移行した富山市は、平成１７年４月１日に６町村と新設合併し、廃されたため、新富山市を新たに指定。
※３ 人口は、平成17年10月1日現在国勢調査人口に基づくもの。１万人未満切捨て。

全国の指定都市・中核市・特例市の指定の状況全国の指定都市・中核市・特例市の指定の状況

《計10市》

《計2市》

《計4市》

《計16市》

《計14市》

《計5市》

《計37市》

《計7市》

（平成１９年４月１日現在）

（※２）
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○ 平成１６年度・１７年度に進んだ合併により市町村数が減少。
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市

市町村数の推移市町村数の推移

市町村数・・・１，８００

市・・・７８２
うち 政令市・・・１７

中核市・・・３５
特例市・・・４４

町・・・８２３
村・・・１９５

現在の市町村数
（平成19年10月1日現在）

市町村数

3,232 3,190
3,100

1,804

2,395

1,820 1,800
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人口規模別市町村数人口規模別市町村数

人口の少ない市町村 人口の多い市町村

中央値が属する部分

平均値が属する部分

団体数：１，８２１市町村
平均値：６５，５０１人
中央値：２３，３１０人

市町村数

人
口
規
模

※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成１８年３月３１日現在。
※ 人口規模は、１万人ごとに区分。

○ 最大３５０万人超から最小２００人余りまで分布。

○ 人口１万人未満の市町村が５００程度、なお３割弱に及ぶ。

2,215,062名古屋市（愛知）３

1,880,863札幌市（北海道）４

1,525,393神戸市（兵庫）５

2,628,811大阪市（大阪）２

3,579,628横浜市（神奈川）１

人口（人）市町村名順位

＜人口２０万人未満の市町村のみを表示＞

308利島村（東京）３

438粟島浦村（新潟）４

462三島村（鹿児島）５

292御蔵島村（東京）２

214青ヶ島村（東京）１

人口（人）市町村名順位



7

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

-1
0%

未
満

-7
.5
%未

満

-5
%未

満

-2
.5
%未

満

0%
未

満

2.
5%

未
満

5%
未

満

7.
5%

未
満

10
%未

満
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人口増減率による分布状況人口増減率による分布状況

※ 人口増減率は、平成７年国勢調査（平成７年１０月１日現在）、平成１２年国勢調査（平成１２年１０月１日現在）、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）
に基づく人口数値の比較。団体数は、それぞれの調査年度の末日における団体数。

※ 人口増減率は、２．５％ごとに区分。

○ 人口が減少する市町村の割合が増大。
○ 平成１２年から１７年の間における人口減少市町村は、約７割に達している。

－２．７％－２．３％－１．４％中央値

６７．９％

－１．８％

３，２２７

H7-H12

７０．６％５９．９％
人口減少
市町村

－２．２％－０．５％平均値

１，８２１３，２３２団体数

H12-H17H2-H7全団体数に対する割合

＜－１０％から１０％の間に存する市町村のみを表示＞

２２．１西目屋村（青森）３

２０．１川上村（奈良）４

１９．８音威子府村（北海道）５

２７．３南相木村（長野）２

３２．８上野村（群馬）１

減少率（％）市町村名順位

人口減少率の高い市町村
(H12→H17）

２０．２滑川町（埼玉）３

１８．１竹富町（沖縄）４

１８．０三好町（愛知）５

２４．２舟橋村（富山）２

２９．９精華町（京都）１

増加率（％）市町村名順位

人口増加率の高い市町村
(H12→H17）

人
口
増
減
率

人口減少市町村
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高齢者人口比率による分布状況高齢者人口比率による分布状況

○ 高齢者比率は増加しているが、高齢化の進行速度は緩和。
○ 近年は、比率の低い市町村が減少。
○ 高齢者比率が５割を超える市町村がある一方、１割程度にとどまる市町村もわずかな

がら存在。

２４．７％

２５．１％

１，８２１

H１７

２３．８％２０．５％中央値

２４．１％２０．６％平均値

３，２２７３，２３２団体数

H１２H７

１０．５三好町（愛知）３

１１．０長久手町（愛知）４

１１．４富谷町（宮城）５

９．１浦安市（千葉）２

８．５小笠原村（東京）１

比率（％）市町村名順位

高齢者人口比率の低い市町村
(H17）

高齢者人口比率の高い市町村
(H17）

５１．８金山町（福島）３

５０．８大豊町（高知）４

４８．９天龍村（長野）５

５２．４昭和村（福島）２

５３．４南牧村（群馬）１

比率（％）市町村名順位

高
齢
者
人
口
比
率

全団体数に対する割合

※ 高齢者人口比率は、平成７年国勢調査（平成７年１０月１日現在）、平成１２年国勢調査（平成１２年１０月１日現在）、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日
現在）に基づくもの。団体数は、それぞれの調査年度の末日における団体数。

※ 高齢者人口比率は、２．５％ごとに区分。
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人口と高齢者人口比率の関係人口と高齢者人口比率の関係

○ 高齢者比率が高い市町村は、人口が少ない市町村に集中。
○ 人口６万人程度以上では、顕著な差が見られず。
○ どの人口段階においても、高齢者比率が増加する傾向。

高齢者人口比率 ＜人口２０万人以下の市町村のみを表示＞

人口

※ 高齢者人口比率は、平成７年国勢調査（平成７年１０月１日現在）、平成１２年国勢調査（平成１２年１０月１日現在）、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日
現在）に基づくもの。
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高齢者（６５歳以上）割合が
５０％以上の集落数・集落率

高齢者割合が50%以上 合計7,878集落

10年以内
に消滅

いずれ消滅 存続 不明 計

北海道 23 187 3,365 423 3,998

(0.6%) (4.7%) (84.2%) (10.6%) (100.0%)

東北圏 65 340 11,218 1,104 12,727

(0.5%) (2.7%) (88.1%) (8.7%) (100.0%)

首都圏 13 123 1,938 437 2,511

(0.5%) (4.9%) (77.2%) (17.4%) (100.0%)

北陸圏 21 52 997 603 1,673

(1.3%) (3.1%) (59.6%) (36.0%) (100.0%)

中部圏 59 213 2,715 916 3,903

(1.5%) (5.5%) (69.6%) (23.5%) (100.0%)

近畿圏 26 155 2,355 213 2,749

(0.9%) (5.6%) (85.7%) (7.7%) (100.0%)

中国圏 73 425 10,548 1,505 12,551

(0.6%) (3.4%) (84.0%) (12.0%) (100.0%)

四国圏 90 404 5,447 654 6,595

(1.4%) (6.1%) (82.6%) (9.9%) (100.0%)

九州圏 53 319 13,634 1,271 15,277

(0.3%) (2.1%) (89.2%) (8.3%) (100.0%)

沖縄県 0 2 167 120 289

(0.0%) (0.7%) (57.8%) (41.5%) (100.0%)

423 2,220 52,384 7,246 62,273

(0.7%) (3.6%) (84.1%) (11.6%) (100.0%)

：各消滅の可能性において該当集落数・割合が最も大きい圏域

：各消滅の可能性において該当集落数・割合が２番目に大きい圏域

国土交通省・総務省「過疎地域等における集落の状況に関する調査」（平成19年3月

とりまとめ）に基づき作成。

全国

2,643集落(4.2%)

消滅の可能性のある集落の現状

集落の状況集落の状況

「過疎問題懇談会」における提出資料（総務省自治行政局過疎対
策室作成）を抜粋したもの。
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H17

H10

面積による分布状況面積による分布状況

※ 面積は、平成１０年市町村要覧、平成１７年市町村要覧に基づく数値の比較。

○ ２，０００ k㎡ を超える市町村がある一方で、１００ k㎡未満の市町村が半数を占める。

○ 面積は平均でおよそ１．８倍に。

全団体数に占める割合

＜面積１，０００k㎡未満の市町村のみを表示＞

面

積

面積の大きい市町村
(H17）

３．９田尻町（大阪）３

４．０春日町（愛知）４

４．０忠岡町（大阪）５

３．７渡名喜村（沖縄）２

３．５舟橋村（富山）１

面積（ k㎡）市町村名順位

面積の小さい市町村
(H17）

２０３．８k㎡１１４．８k㎡平均値

１１４．０k㎡７０．７k㎡中央値

１，８２１

H１７

３，２３２団体数

H１０

１，４５０日光市（栃木）３

１，４２８北見市（北海道）４

１，４０８足寄町（北海道）５

１，５１１浜松市（静岡）２

２，１７８高山市（岐阜）１

面積（ k㎡）市町村名順位
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第３次産業

第２次産業

第１次産業

人口規模と産業構造との関係人口規模と産業構造との関係

団体数：１，８２１市町村

○ 人口規模が大きくなるにつれて、第１次産業就業者比率は減少し、第３次産業就業
者比率が増加。

※ 人口及び産業別就業者比率は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成１８年３月３１日現在.。
※ 各数値は、人口区分ごとの平均値。

５６．５南牧村（長野）３

７０．９川上村（長野）２

７７．９大潟村（秋田）１

比率（％）市町村名順位

５１．０忍野村（山梨）３

５２．１湖西市（静岡）２

５２．９高浜市（愛知）１

比率（％）市町村名順位

９１．１草津町（群馬）３

９２．４座間味村（沖縄）２

９３．０檜枝岐村（福島）１

比率（％）市町村名順位

第１次産業比率の高い市町村

第２次産業比率の高い市町村

第３次産業比率の高い市町村

全就業者に占める割合
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全体

三大都市圏

地方圏

人口１人当たりの製造品出荷額人口１人当たりの製造品出荷額

○ 人口との相関関係は小さいが、三大都市圏の製造品出荷額が、地方圏の製造品出
荷額を平均的に上回る。

４５，４１２直島町（香川）３

３８，０３３幸田町（愛知）４

３２，６３７飛島村（愛知）５

４７，２２３竜王町（滋賀）２

６３，３２７和木町（山口）１

出荷額(千円)市町村名順位

４，１３５，８１６大阪市（大阪）３

３，８５８，３８７川崎市（神奈川）４

３，４９５，１９３名古屋市（愛知）５

４，２６８，９２４横浜市（神奈川）２

９，９６７，５８５豊田市（愛知）１

出荷額(百万円)市町村名順位

1人当たり出荷額の大きい市町村

出荷額の大きい市町村

団体数：１，７２５市町村
（統計データ上数値不明の９６市町村を除外）

平均値：２，４２０千円
中央値： １，３２４千円

人口1人当たりの出荷額（千円）

人
口
規
模

※ 製造品出荷額は、平成１６年工業統計調査による。各数値は、人口区分ごとの平均値。
※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。団体数は、平成１８年３月３１日現在。

（参考）出荷額の大きい市町村
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全体

三大都市圏

地方圏

○ 人口規模の小さい市町村の農業産出額が大きい。
○ 地方圏の市町村の農業産出額は、三大都市圏に比して、平均的に大きい。

２，９４２大潟村（秋田）３

２，７１５別海町（北海道）４

２，５１６豊頃町（北海道）５

３，１８４士幌町（北海道）２

３，３４６更別村（北海道）１

産出額(千円)市町村名順位

1人当たり産出額の大きい市町村

人口１人当たりの農業産出額人口１人当たりの農業産出額

人口1人当たりの産出額（千円）

※ 農業産出額は、平成１６年生産農業所得統計による。各数値は、人口区分ごとの平均値。
※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。団体数は、平成１８年３月３１日現在。

団体数：１，８１４市町村
（統計データの無い７市町村を除外）

平均値：２２０千円
中央値：１１５千円

人
口
規
模

６４，９３０新潟市（新潟）３

５４，３６０浜松市（静岡）４

５２，４９０鉾田市（茨城）５

６５，２７０都城市（宮崎）２

７５，９８０田原市（愛知）１

産出額(百万円)市町村名順位

（参考）産出額の大きい市町村
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模

全国

三大都市圏

地方圏

人口１人当たりの歳出額人口１人当たりの歳出額

１人当たり歳出額の少ない市町村

１人当たり歳出額の多い市町村
団体数：１，８２１市町村
平均値：３８３，３０６円
中央値：４２５，５８３円

○ 人口１万人未満が大きく、徐々に減少するが、人口５０万人以上で増加。

５，１３５，９０９三島村（鹿児島）３

３，３３８，８０１御蔵島村（東京）４

３，０８３，１２６北大東村（沖縄）５

５，７３２，０３３青ヶ島村（東京）２

６，８０１，７７６十島村（鹿児島）１

歳出額(円)市町村名順位

２２２，１０８上尾市（埼玉）３

２２４，１４１宮代町（埼玉）４

２２４，６１２毛呂山町（埼玉）５

２１３，５４７佐倉市（千葉）２

１８６，８３１富谷町（宮城）１

歳出額(円)市町村名順位

人口1人当たりの歳出額（円）

※ 歳出額は、平成１７年度市町村別決算状況調による。各数値は、人口区分ごとの平均値。
※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成１８年３月３１日現在。
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人口１人当たりの税収額人口１人当たりの税収額

団体数：１，８２１市町村
平均値：１４１，１６８円
中央値：１０４，９２０円

○ 全体としては、人口が大きくなれば、１人当たり税収も増加する傾向。
○ 都市圏、地方圏の税収の差はさほど大きくない。しかし、個別に見ると、発電所の所

在などの理由により著しく大きな額となる市町村がある。

７３７，９６４泊村（北海道）３

６８７，４９７六ヶ所村（青森）４

５９６，８７４田尻町（大阪）５

８６６，８０６飛島村（愛知）２

１，０２８，１３５檜枝岐村（福島）１

税収額(円)市町村名順位

４２，４３７大和村（鹿児島）３

４４，６０８山江村（熊本）４

４５，６１６球磨村（熊本）５

３６，９９３伊仙町（鹿児島）２

３４，５３３上砂川町（北海道）１

税収額(円)市町村名順位

※ 税収額は、平成１７年度市町村別決算状況調による。各数値は、人口区分ごとの平均値。
※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成１８年３月３１日現在。

１人当たり税収額の少ない市町村

１人当たり税収額の多い市町村

人口1人当たりの税収額（円）
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人口と税収額（人口一人当たり）との関係人口と税収額（人口一人当たり）との関係

＜人口２０万人以下の市町村のみを表示＞人口１人当たりの税収額（円）

人口

※ 税収額は、平成１７年度市町村別決算状況調による。
※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成１８年３月３１日現在。
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0.4以上0.6未満

0.6以上0.8未満

0.8以上1.0未満

1.0以上

人口規模別財政力指数人口規模別財政力指数

財政力指数（※）

人口規模

○ 人口規模が大きくなるにつれて、財政力指数が高まる傾向。
○ 人口５０万人以上はすべて０．６以上、人口１万人未満の４割強が０．２未満。

※ 「財政力指数」とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、普通交付税算定における基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の
平均値。

※ 財政力指数は、平成１７年度市町村別決算状況調による。各数値は、人口区分ごとの平均値。
※ 人口は、平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成１８年３月３１日現在。

財政力指数の平均値：０．５２ 人口規模ごとの
財政力指数の平均値

50万以上 ０．８２

40万～50万未満 ０．８９

30万～40万未満 ０．８１

20万～30万未満 ０．８４

10万～20万未満 ０．７９

5万～10万未満 ０．６７

3万～5万未満 ０．５７

1万～3万未満 ０．４７

1万未満 ０．３０
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人口１００人当たりの市町村職員数人口１００人当たりの市町村職員数

○ 人口１人当たりの歳出額と同様の傾向。

人口１００人当たり職員数の少ない市町村

人口１００人当たり職員数の多い市町村

団体数：１，８２０市町村
平均値：０．５７人
中央値：０．７５人

人口１００人当たりの職員数（人） ※一般行政部門（教育、消防、企業職員を除く。）の職員数。

人
口
規
模

５．６三島村（鹿児島）３

５．２利島村（東京）４

４．８檜枝岐村（福島）５

６．５御蔵島村（東京）２

１２．２青ヶ島村（東京）１

人口（人）市町村名順位

０．３４長与町（長崎）３

０．３５播磨町（兵庫）４

０．３５河内長野市（大阪）５

０．３３青梅市（東京）２

０．３０春日市（福岡）１

人口（人）市町村名順位

※ 平成１８年地方公共団体定員管理調査に基づく一般行政部門（教育、消防、企業職員を除く。）の職員数による。各数値は、人口区分ごとの平均値。
※ 人口は平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。団体数は、平成１８年４月１日現在。
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人口規模別の専門職員配置状況人口規模別の専門職員配置状況

○ 全般的に人口規模が大きいほど専門職員の配置が充実。

※ 専門職員の配置状況は、平成１８年地方公共団体定員管理調査による。
※ 人口は平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）に基づくもの。

0% 50%    100% 0%     50%    100%

＜土木技師＞ ＜建築技師＞ ＜農林水産技師＞＜栄養士＞ ＜保健師・助産師＞ ＜司書・学芸員＞

50万人以上

40万人～50万人

30万人～40万人

20万人～30万人

10万人～20万人

５万人～10万人

４万人～５万人

３万人～４万人

２万人～３万人

１万人～２万人

５千人～１万人

５千人未満

人口規模

０名

３～５
名

６～10
名

11名以上配置

１～２
名

0%     50%    100% 0%     50%    100% 0%     50%    100% 0%     50%    100%
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50
万

以
上 人

口

規

模

消防事務

ごみ処理事務

人口規模別事務の共同処理の状況人口規模別事務の共同処理の状況

○ 人口１万人以上２万人未満の市町村における共同処理の割合が最大。
○ 人口の増加につれて、共同処理を実施する割合は基本的に減少。

※ 共同処理の状況は、平成１７年度市町村別決算状況調による。
※ 人口は平成１７年国勢調査（平成１７年１０月１日現在）による。団体数は、平成１８年３月３１日現在。

人口区分ごとの団体数に対する割合（％）
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人口最大・最小の市町村の状況人口最大・最小の市町村の状況

９８．９％
下水道等

普及率

農業産出額

２５．１％

０．５％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １６．９％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山村・半島１０，２４０百万円

４，２６８，９２４百万円

７２．４％３次産業従事者比率

面積 ４３７k㎡

増減率 ４．５％

６９．５％

２，７２５箇所（人口一万人当たり７．６箇所）

２９０箇所（人口一万人当たり０．８箇所）

１７９箇所（人口一万人当たり０．５箇所）

３６５箇所（人口一万人当たり１箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ９２人（人口一万人当たり０．３人）

職員数 １４，１３３人（人口一万人当たり３９．５人）

歳出 ３７５，１４９円/人口一人当たり

東京湾に面した日本の代表的な国際港都。大企
業の本社が多数立地するなど京浜地域の中心的都
市。域内には、１８の行政区が存在。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ３９８k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ０．７km

産
業
構
造

税収 １８６，５２８円/人口一人当たり

財政力指数 ０．９３人口 3,579,628人

横浜市（神奈川県）

０％
下水道等

普及率

農業産出額

２６．９％

１０．４％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １２．２％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山村・半島３０百万円

０百万円

６２．７％３次産業従事者比率

面積 ６．０k㎡

増減率 ５．４％

３０．５ ％

１箇所（人口一万人当たり４６．７箇所）

０箇所（人口一万人当たり０箇所）

１箇所（人口一万人当たり４６．７箇所）

１箇所（人口一万人当たり４６．７箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ６人（人口一万人当たり２８０．４人）

職員数 ２６人（人口一万人当たり１２１５人）

歳出 ５，７３２，０３３円/人口一人当たり

伊豆諸島の最南端に位置する孤島。東京から船
で約１３時間（乗継時間除く。）。特産品としては、焼
酎や地熱を利用して精製した天然塩が有名。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ２．６k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ３５８．４km

産
業
構
造

税収 １６７，２４３円/人口一人当たり

財政力指数 ０．１５人口 ２１４人

青ヶ島村（東京都）

（人口最大の市町村）

（人口最小の市町村）
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人口規模別の個別市町村の状況人口規模別の個別市町村の状況

９９．１ ％
下水道等
普及率

農業産出額

２２．６％

０．９％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １９．９％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島１３，３１０百万円

２，２２８，８２０百万円

７３．２％３次産業従事者比率

面積 ８２８k㎡

増減率 ０．０％

５５．０ ％

1,779箇所（人口一万人当たり１２．１箇所）

２５３箇所（人口一万人当たり１．７箇所）

１０７箇所（人口一万人当たり０．７箇所）

１９５箇所（人口一万人当たり１．３箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ６９人（人口一万人当たり０．５人）

職員数 ８，１４２人（人口一万人当たり５５．２人）

歳出 ４５５，６７４ 円/人口一人当たり

日本の代表的な国際観光文化都市。多数の神社・
仏閣、重要文化財などが存在。産業も盛んであり、
大企業の本社が多数立地。

平成１７年４月１日、１町を編入。当該地域が過疎、
山振地域に指定されている。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ２１７k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ２．７km

産
業
構
造

税収 １６４，１２９ 円/人口一人当たり

財政力指数 ０．６７人口 1,474,811人

（政令指定都市）

８７．１ ％
下水道等
普及率

農業産出額

２５．５％

２．６％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １６．８％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島１５，６３０百万円

１，５３２，１４６百万円

６９．９％３次産業従事者比率

面積 ３１２k㎡

増減率 ３．１％

７８．６ ％

４１８箇所（人口一万人当たり９．１箇所）

６２箇所（人口一万人当たり１．４箇所）

２６箇所（人口一万人当たり０．６箇所）

６１箇所（人口一万人当たり１．３箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ４５人（人口一万人当たり １．０人）

職員数 ２，３３８人（人口一万人当たり５１．１人）

歳出 ３２２，８１７ 円/人口一人当たり

関東平野の北端に位置する北関東の中心的都市。
平成８年４月１日に中核市に移行。近年は、「餃子の
まち」として観光客が増加。

平成１９年３月３１日、２町を編入。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ２５１k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 １．３km

産
業
構
造

税収 １７９，９２７ 円/人口一人当たり

財政力指数 １．０２人口 ４５７，６７３人

宇都宮市（栃木県） （中核市）

京都市（京都府）
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９６．８％
公共下水道

普及率

農業産出額

２８．４％

１．３％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １７．８ ％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山村・半島２，０９０百万円

９８９，３１８百万円

６７．６％３次産業従事者比率

面積 ４９．２k㎡

増減率 －０．７％

７５．５％

２５０箇所（人口一万人当たり８．６箇所）

３３箇所（人口一万人当たり１．１箇所）

１４箇所（人口一万人当たり０．５箇所）

２９箇所（人口一万人当たり１箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ３１ 人（人口一万人当たり１．１人）

職員数 １，２３３ 人（人口一万人当たり４２．４人）

歳出 ３０５，０３８円/人口一人当たり

瀬戸内海に面し、阪神都市圏と播磨臨海地域、そ
して海を隔てて淡路・四国を結ぶ位置にある海陸交
通の重要拠点。子午線のまちとして有名。特産品
は、蛸、鯛などの海産物。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ４８．４k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ２１．１km

産
業
構
造

税収 １２７，５５６円/人口一人当たり

財政力指数 ０．７０人口 ２９１，０２７人

（特例市）

８０．５％
公共下水道

普及率

農業産出額

１８．８％

０．６％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １５．７％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島６５０百万円

１３１，７５８百万円

７８．６％３次産業従事者比率

面積 ２１．０k㎡

増減率 ３．１％

６４．９％

９９箇所（人口一万人当たり６．２箇所）

１４箇所（人口一万人当たり０．９箇所）

８箇所（人口一万人当たり０．５箇所）

１６箇所（人口一万人当たり１．０箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ３０人（人口一万人当たり １．９人）

職員数 ８２０人（人口一万人当たり５１．６人）

歳出 ２５６，１７３円/人口一人当たり

千葉県の北西部、東京から約30km圏内の距離に
位置。臨海部は埋め立てられ、大型団地が建設され
るなど東京のベッドタウンとして発展。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ２０．９k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 １３．２km

産
業
構
造

税収 １４５，８７０円/人口一人当たり

財政力指数 ０．８８人口 １５８，７８５人

習志野市（千葉県） （人口１５万人以上の都市）

明石市（兵庫県）

人口規模別の個別市町村の状況人口規模別の個別市町村の状況
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２３．３％
公共下水道

普及率

農業産出額

２６．０％

２．６％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １９．９％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島２，１７０百万円

１５７，７３３百万円

７０．３％３次産業従事者比率

面積 ４８９ k㎡

増減率 ０．５％

７４．８％

１０３箇所（人口一万人当たり８．９箇所）

２１箇所（人口一万人当たり１．８箇所）

１１箇所（人口一万人当たり１．０箇所）

１９箇所（人口一万人当たり１．６箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ２４人（人口一万人当たり ２．１人）

職員数 ７３６人（人口一万人当たり６３．７人）

歳出 ３７６，８２８円/人口一人当たり

広島市のベッドタウンとして発展。平成１７年１１月
３日、大野町、宮島町を編入し人口が１０万人を突破、
更に日本三景の1つである安芸の宮島（厳島）や世

界遺産に登録されている厳島神社が市域となった。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ６７k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 １５．０km

産
業
構
造

税収 １３３，１１８円/人口一人当たり

財政力指数 ０．７１人口 １１５，５３０人

（人口１０万～１５万人の都市）

２８．１％
下水道等
普及率

農業産出額

２０．７％

８．１％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 ２０．５％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島４，６６０百万円

３１，２２８百万円

６８．９％３次産業従事者比率

面積 １３０ k㎡

増減率 －２．８％

４２．５％

７４箇所(人口一万人当たり１０．８箇所)

１７箇所(人口一万人当たり ２．５箇所)

９箇所(人口一万人当たり １．３箇所)

１５箇所(人口一万人当たり ２．２箇所)

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ２４人（人口一万人当たり ３．５人）

職員数 ４７１人（人口一万人当たり６８．７人）

歳出 ３６１，５０８円/人口一人当たり

紀の川中流域に位置し、かつては材木運搬、高野
山宿場町として栄えた。現在は大阪のベッドタウンと
しての一面もある。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ５３k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ４５．６km

産
業
構
造

税収 １０２，０５５円/人口一人当たり

財政力指数 ０．５３人口 ６８，５２９人

（人口５万～１０万人の都市）

廿日市市（広島県）

橋本市（和歌山県）

人口規模別の個別市町村の状況人口規模別の個別市町村の状況
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３１．８％
公共下水道

普及率

農業産出額

２７．４％

１５．６％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 ３０．７ ％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島１０，１１０百万円

２２，６３２百万円

５６．６％３次産業従事者比率

面積 ７０７ k㎡

増減率 －６．１％

５１．４％

１７箇所（人口一万人当たり４．６箇所）

８箇所（人口一万人当たり（２．２箇所）

５箇所（人口一万人当たり１．４箇所）

１１箇所（人口一万人当たり３．０箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ２１人（人口一万人当たり ５．７人）

職員数 ２５３人（人口一万人当たり６８．８人）

歳出 ４２６，１９４円/人口一人当たり

北東北三県（秋田、青森、岩手）のほぼ中央に位
置。北部は十和田湖付近の分水嶺までの丘陵地を
市域とし、南部は、八幡平がある山岳地帯。十和田
湖と八幡平は、十和田八幡平国立公園に指定され
ており、景勝地として観光客を集める。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 １３２ k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 １２６．９km

産
業
構
造

税収 ８３，７４９円/人口一人当たり

財政力指数 ０．３５人口 ３６，７５３人

（人口５万人未満の都市）

９８．１％
公共下水道

普及率

農業産出額

２９．５％

１．１％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １５．２％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島２，１３０百万円

６，０３３百万円

６８．４％３次産業従事者比率

面積 ２０．４k㎡

増減率 １．３％

９１．８％

１５箇所（人口一万人当たり５．６箇所）

９箇所（人口一万人当たり３．３箇所）

２箇所（人口一万人当たり０．７箇所）

６箇所（人口一万人当たり２．２箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 １８人（人口一万人当たり ６．７人）

職員数 １４８人（人口一万人当たり５５．０人）

歳出 ２８０，５８０円/人口一人当たり

県の中西部に位置し、西に日本海、東に河北潟を
擁した砂丘地帯に町域が展開。野菜作りとともに、
酪農が盛んであり、牛乳の出荷量は、県内の３割以
上を占める。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 １６．６k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ８．３km

産
業
構
造

税収 ８６，１６０円/人口一人当たり

財政力指数 ０．５２人口 ２６，８９６人

（人口２万人以上の町村）

鹿角市（秋田県）

内灘町（石川県）

人口規模別の個別市町村の状況人口規模別の個別市町村の状況
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６７．２％
公共下水道

普及率

農業産出額

２９．１％

７．２％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 １８．０％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島２，５４０百万円

３８，６３５百万円

６２．４％３次産業従事者比率

面積 ２０．５k㎡

増減率 ９．４％

６８．３％

１１箇所（人口一万人当たり６．１箇所）

５箇所（人口一万人当たり（２．８箇所）

１箇所（人口一万人当たり０．６箇所）

２箇所（人口一万人当たり１．１箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 ２０人（人口一万人当たり１１．１人）

職員数 ６７人（人口一万人当たり３７．１人）

歳出 ２７１，５７２円/人口一人当たり

県のほぼ中央に位置し、榛名山の南東の山麓と利
根川地域に展開する都市近郊農村。西半分は榛名
山の裾野の一部で、標高200～900メートルの傾斜地
であり、東半分は、標高100～200メートルの台地と
なっている。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 １６．８ k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ９．６km

産
業
構
造

税収 ９４，６３９円/人口一人当たり

財政力指数 ０．５８人口 １８，０６０人

（人口１万５千～２万人の町村）

０．０％
公共下水道

普及率

農業産出額

２６．８％

１３．５％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 ２２．９％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島３，９２０百万円

４５，２８４百万円

５７．６％３次産業従事者比率

面積 ３６．２k㎡

増減率 －０．８％

５５．５％

１２箇所（人口一万人当たり８．３箇所）

２箇所（人口一万人当たり１．４箇所）

１箇所（人口一万人当たり０．７箇所）

４箇所（人口一万人当たり２．８箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 １６人（人口一万人当たり１１．０人）

職員数 １０２人（人口一万人当たり７０．３人）

歳出 ３５０，３９３円/人口一人当たり

県の北東部、讃岐山脈の麓に位置。南に吉野川平
野を配した町域では、農業が盛んであり、人参や瓜、
ダイコン、レンコンなどの安定供給基地となっている。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 １８．８k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 １７．４km

産
業
構
造

税収 ９４，５０４円/人口一人当たり

財政力指数 ０．４９人口 １４，５１９人

（人口１万～１万５千人の町村）

吉岡町（群馬県）

板野町（徳島県）

人口規模別の個別市町村の状況人口規模別の個別市町村の状況
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０．０％
公共下水道

普及率

農業産出額

１８．６％

３３．７％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 ３８．４％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島１，７６０百万円

１，１０７百万円

４７．４％３次産業従事者比率

面積 ８１．３k㎡

増減率 －８．４％

５３．４％

３箇所（人口一万人当たり８．４箇所）

２箇所（人口一万人当たり５．６箇所）

１箇所（人口一万人当たり２．８箇所）

４箇所（人口一万人当たり１１．３箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 １０人（人口一万人当たり２８．１人）

職員数 ５６人（人口一万人当たり１５７．６人）

歳出 ８４０，３６４円/人口一人当たり

福岡県の南部に位置し、東西に細長く、東は熊渡
山（９６０ｍ）を背に大分県に接する山村。 県内で星

が一番よく見える村として観光客を集める。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 １３．４k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 ７４．４km

産
業
構
造

税収 ５８，０４４円/人口一人当たり

財政力指数 ０．１４人口 ３，５５４人

星野村（福岡県） （人口５千人未満の町村）

５３．３％
公共下水道

普及率

農業産出額

１７．３％

３０．８％

２次産業従事者比率

１次産業従事者比率

製造品出荷額

高齢者人口比率 ３１．７％

し尿・ごみ・消防・老人福祉

過疎・離島・豪雪・山振・半島４，４３０百万円

６，４６０百万円

５１．８％３次産業従事者比率

面積 ２０５k㎡

増減率 －２．２％

７０．５％

５箇所（人口一万人当たり６．７箇所）

１箇所（人口一万人当たり１．３箇所）

１箇所（人口一万人当たり１．３箇所）

３箇所（人口一万人当たり４．０箇所）

道路改良率

病院・診療所

保育所

中学校

小学校

地域指定の状況

議員数 １６人（人口一万人当たり２１．４人）

職員数 ８８人（人口一万人当たり１１７．８人）

歳出 ５３７，３８７円/人口一人当たり

北海道のほぼ中央に位置。大雪山連峰を望み、豊
かな森林と肥沃な大地に恵まれている。農林業を基
幹産業としており、道内有数の優良米の産地となっ
ている。

公
共
施
設
等
の
状
況

可住地面積 ７１k㎡

共同処理の状況

都道府県庁所在地からの距離 １５３．１km

産
業
構
造

税収 ５９，１４３円/人口一人当たり

財政力指数 ０．２２人口 ７，４７３人

（人口５千～１万人の町村）当麻町（北海道）

人口規模別の個別市町村の状況人口規模別の個別市町村の状況
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横浜市（神奈川県） 青ヶ島村（東京都）



30

京都市（京都府） 宇都宮市（栃木県）



31

明石市（兵庫県） 習志野市（千葉県）



32

廿日市市（広島県） 橋本市（和歌山県）



33

鹿角市（秋田県） 内灘町（石川県）



34

吉岡町（群馬県） 板野町（徳島県）



35

当麻町（北海道） 星野村（福岡県）


